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１  地方公会計の概要について 

 

各地方公共団体の会計制度は， 経済取引の記帳を 現金の収入・ 収支と し て一

面的に行う 簿記の手法「 単式簿記」 を採用し ています。 と こ ろ が単式簿記は，

発生主義の複式簿記を採用する企業会計と 比べ， 過去から 積み上げた資産や負

債などの状況を把握でき ないこ と や減価償却や引当金等の会計手続の概念がな

いと いう 弱点があり まし た。  

そこ で， 総務省では「 地方公共団体における行政改革の更なる推進のための

指針の策定について」 （ 平成１ ８ 年８ 月３ １ 日付総務事務次官通知総行整第２

４ 号） 及び「 公会計の整備推進について」 （ 平成１ ９ 年１ ０ 月１ ７ 日付総務省

自治財政局長通知総財務第２ １ ８ 号） 等に基づき ， スト ッ ク 情報（ 資産・ 負債 

） の総体の一覧的把握が可能な「 複式簿記」 を採用するよう 各地方公共団体に

要請し まし た。  

こ の要請に基づき ， 各地方公共団体では公会計の整備に取り 組んできまし た 

が， 平成２ ７ 年１ 月に「 統一的な基準による地方公会計マニュ アル」 により ，

すべての地方公共団体がこ の統一的な基準での財務書類を 作成し ， 公表するこ

と と さ れまし た。  

 

 

２  統一的な基準の特徴 

 

統一的な基準に基づく 財務書類は， 会計処理方式と し て発生主義・ 複式簿記

を採用し ， 歳入歳出データ から 複式仕訳を作成するこ と により ， 現金取引（ 歳

入・ 歳出） のみなら ず， フ ロー情報（ 期中の収益・ 費用及び純資産の内部構成

の変動） 及びスト ッ ク 情報（ 資産・ 負債・ 純資産の期末残高） を 網羅的かつ誘

導的に記録・ 表示するこ と ができ ます。  

また， 各地方公共団体が「 統一的な基準」 による財務書類を作成・ 開示する

こ と から ， 各団体間での比較の可能性が確保さ れます。  

 

 

３  作成基準日等 

 

作成基準日は， 会計年度の最終日である令和５ 年３ 月３ １ 日です。 なお， 出

納整理期間（ 会計年度終了後の４ 月１ 日から ５ 月３ １ 日） が設けら れている会

計においては， 出納整理期間における現金の受払い等が終了し た計数をも っ て

計上し ています。  
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４  統一的な基準による財務書類の概要 

 

統一的な基準による財務書類は， 「 貸借対照表」 「 行政コ スト 計算書」 「 純

資産変動計算書」 及び「 資金収支計算書」 の４ 表から 構成さ れています。  

区 分 内 容 

 

 

貸借対照表 

（ Ｂ Ｓ ）  

 

会計年度末（ 基準日） 時点で， どのよう な資産を 保

有し ているのか（ 資産保有状況） と ， その資産がどの

よう な財源でまかなわれているか（ 財源調達状況） を

対照表示し た財務書類です。 基準日時点における財政

状態（ 資産・ 負債・ 純資産と いっ たスト ッ ク の残高及

び内訳） が明ら かにさ れます。  

 

 

 

 

 

行政コ スト 計算書

（ Ｐ Ｌ ）  

一会計期間において， 資産形成に結びつかない行政

活動に係る費用と ， その行政活動と 直接の対価性のあ

る使用料・ 手数料などの収益を対比さ せた財務書類で

す。 こ れにより ， その差額と し て， 一会計期間中の行

政活動のう ち， 資産形成に結びつかない行政活動につ

いて税収等でまかなう べき 行政コ スト （ 純行政コ スト  

） が明ら かにさ れます。 また， 現金収支を伴わない減

価償却費や退職手当引当金と いっ た各種引当金等も 費

用と し て計上し ます。  

 

 

 

純資産変動計算書

（ Ｎ Ｗ）  

貸借対照表の純資産が１ 年間でどのよう に変動し た

かを 表す財務書類です。 地方税， 地方交付税などの税

収等や国県等補助金が純資産の増加要因と し て計上さ

れ， 行政コ スト 計算書で算出さ れた純行政コ スト が純

資産の減少要因と し て計上さ れるこ と などを通じ て，

１ 年間の純資産の変動が明ら かにさ れます。  

 

 

資金収支計算書 

（ Ｃ Ｆ ）  

一会計期間中における行政活動に伴う 現金の受払い

を「 業務活動収支」 ， 「 投資活動収支」 ， 「 財務活動

収支」 の３ つの区分に分けて表示し た財務書類です。  

 

 

 

 



3 

 

以上の財務書類４ 表の相互関係を 示すと ， 次のと おり です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  貸借対照表の資産のう ち「 現金預金」 の金額は， 資金収支計算書の本年度末資金

残高に本年度末歳計外現金残高を足し たも のと 対応し ます。  

※２  貸借対照表の「 純資産」 の金額は， 純資産変動計算書の本年度末残高と 対応し ま

す。  

※３  行政コ スト 計算書の「 純行政コ スト 」 の金額は， 純資産変動計算書に記載さ れま

す。  

  

行政コ ス ト 計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コ スト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

　 　 う ち

　 現金預金
臨時利益 固定資産等の変動 前年度末残高

純資産 純行政コ スト 本年度末残高 本年度末残高

負債

貸 借対 照 表

　
資産

※１

※２ +本年度末

歳計外現金残高

※３
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５  一般会計財務書類 

⑴  貸借対照表（ 令和５ 年３ 月３ １ 日現在）  

 

一般会計 （ 単位： 円）

科目 金額 科目 金額

【 資産の部】 【 負債の部】

 固定資産 1,277,087,805  固定負債 1,058,917,106 

  有形固定資産 891,910,393   地方債 -                            

   事業用資産 583,329,611   ⾧期未払金 -                            

    土地 -                              退職手当引当金 1,058,917,106 

    立木竹 -                              損失補償等引当金 -                            

    建物 968,730,898   その他 -                            

    建物減価償却累計額 △ 614,399,960  流動負債 112,435,237 

    工作物 379,850,637   1年内償還予定地方債 -                            

    工作物減価償却累計額 △ 150,851,964   未払金 -                            

    船舶 -                              未払費用 -                            

    船舶減価償却累計額 -                              前受金 -                            

    浮標等 -                              前受収益 -                            

    浮標等減価償却累計額 -                              賞与等引当金 112,076,677 

    航空機 -                              預り 金 358,560 

    航空機減価償却累計額 -                              その他 -                            

    その他 -                            負債合計 1,171,352,343 

    その他減価償却累計額 -                            【 純資産の部】

    建設仮勘定 -                             固定資産等形成分 1,277,087,805 

   イ ン フ ラ 資産 -                             余剰分（ 不足分） △ 1,155,249,792 

    土地 -                            

    建物 -                            

    建物減価償却累計額 -                            

    工作物 -                            

    工作物減価償却累計額 -                            

    その他 -                            

    その他減価償却累計額 -                            

    建設仮勘定 -                            

   物品 2,254,039,209 

   物品減価償却累計額 △ 1,945,458,427 

  無形固定資産 -                            

   ソ フ ト ウェ ア -                            

   その他 -                            

  投資その他の資産 385,177,412 

   投資及び出資金 -                            

    有価証券 -                            

    出資金 -                            

    その他 -                            

   投資損失引当金 -                            

   ⾧期延滞債権 -                            

   ⾧期貸付金 -                            

   基金 385,177,412 

    減債基金 -                            

    その他 385,177,412 

   その他 -                            

   徴収不能引当金 -                            

 流動資産 16,102,551 

  現金預金 16,102,551 

    歳計現金 15,743,991 

    歳計外現金 358,560 

  未収金 -                            

  短期貸付金 -                            

  基金 -                            

   財政調整基金 -                            

   減債基金 -                            

  棚卸資産 -                            

  その他 -                            

  徴収不能引当金 -                            純資産合計 121,838,013 

資産合計 1,293,190,356 負債及び純資産合計 1,293,190,356 

貸借対照表
令和5年3月31日現在
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令和４ 年度末における 一般会計の資産は１ ２ 億９ ３ １ ９ 万３ ５ ６ 円で， 事業

用資産が５ 億８ ３ ３ ２ 万９ ６ １ １ 円であり 有形固定資産の約６ ５ ％を 占めてい

ます。  

基金にあっ ては職員退職手当基金を 積み立てており ， ３ 億８ ５ １ ７ 万７ ４ １

２ 円と なっ ています。  

一方，将来世代の負担分である負債は，１ １ 億７ １ ３ ５ 万２ ３ ４ ３ 円で，退職

手当引当金が１ ０ 億５ ８ ９ １ 万７ １ ０ ６ 円と その大部分を 占めています。  

こ の結果，資産と 負債の差額であり ，過去及び現世代の負担分を表す純資産は，

１ 億２ １ ８ ３ 万８ ０ １ ３ 円と なっ ています。  

 

管内１ 人当たり の貸借対照表        ( 単位： 円)  

資 産 

 

15, 877 円 

負 債 

14, 381 円 

純資産 

1, 496 円 

※管内人口 81, 449 人（ 住民基本台帳人口 令和 5 年 3 月末）  
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⑵  行政コ スト 計算書（ 令和４ 年４ 月１ 日～令和５ 年３ 月３ １ 日）  

 

令和４ 年度における一般会計の経常費用は１ ９ 億８ ９ ６ ５ 万７ ３ 円で，人件費が１ ５

億６ ３ ８ １ 万９ ９ ８ ２ 円と 割合が高く ， つづいて物件費が４ 億３ ４ ９ 万３ １ ８ ５ 円，補

助金等や社会保障給付、他会計への繰出金などから 構成さ れる移転費用が２ ０ ３ ８ 万９

５ ６ 円と なっ ています。  

一般会計 （ 単位： 円）

科目 金額

 経常費用 1,989,650,073 

  業務費用 1,969,269,117 

   人件費 1,563,819,982 

    職員給与費 1,355,603,693 

    賞与等引当金繰入額 112,076,677 

    退職手当引当金繰入額 95,364,912 

    その他 774,700 

   物件費等 403,493,185 

    物件費 193,263,743 

    維持補修費 45,850,298 

    減価償却費 164,379,144 

    その他 -                               

   その他の業務費用 1,955,950 

    支払利息 -                               

    徴収不能引当金繰入額 -                               

    その他 1,955,950 

  移転費用 20,380,956 

   補助金等 19,027,156 

   社会保障給付 -                               

   他会計への繰出金 -                               

   その他 1,353,800 

 経常収益 11,685,559 

  使用料及び手数料 2,086,800 

  その他 9,598,759 

純経常行政コ スト 1,977,964,514 

 臨時損失 3 

  災害復旧事業費 -                               

  資産除売却損 3 

  投資損失引当金繰入額 -                               

  損失補償等引当金繰入額 -                               

  その他 -                               

 臨時利益 -                               

  資産売却益 -                               

  その他 -                               

純行政コ スト 1,977,964,517 

行政コ スト 計算書
自 令和4年4月1日  

至 令和5年3月31日
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使用料及び手数料などから 構成さ れる経常収益は， １ １ ６ ８ 万５ ５ ５ ９ 円であり ， 経

常収益から 経常費用を控除し た純経常行政コ スト は１ ９ 億７ ７ ９ ６ 万４ ５ １ ４ 円と な

っ ています。  

次に， 災害復旧事業費や資産除売却損などから 構成さ れる臨時損失が３ 円であり ， 純

経常行政コ スト から 臨時損失を控除し 臨時利益を加えた，税収等でまかなう べき純行政

コ スト は１ ９ 億７ ７ ９ ６ 万４ ５ １ ７ 円と なっ ています。  

 

管内１ 人当たり の行政コ スト 計算書 

 

※管内人口 81, 449 人（ 住民基本台帳人口 令和 5 年 3 月末）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 単位： 円）

金 額 金 額

経常費用 24,428 純経常行政コ スト 24,285

業務費用 24,178

人件費 19,200

物件費等 4,954 臨時損失 0

その他の業務費用 24 臨時利益 -

移転費用 250

経常収益 143

使用料及び手数料 26

その他 118 純行政コ スト 24,285

科     目科     目
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⑶  純資産変動計算書（ 令和４ 年４ 月１ 日～令和５ 年３ 月３ １ 日）  

 

 令和４ 年度末における一般会計の純資産残高は１ 億２ １ ８ ３ 万８ ０ １ ３ 円で，

期首の２ 億４ ２ ９ ４ 万６ ９ ０ ２ 円から １ 億２ １ １ ０ 万８ ８ ８ ９ 円減少し ていま

す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書
自 令和4年4月1日  

至 令和5年3月31日

一般会計 （ 単位： 円）

科目 合計 固定資産 余剰分

等形成分 （ 不足分）

前年度末純資産残高 242,946,902 1,324,014,570 △ 1,081,067,668 

 純行政コ スト （ △） △ 1,977,964,517 △ 1,977,964,517 

 財源 1,856,855,628 1,856,855,628 

  税収等 1,835,138,410 1,835,138,410 

  国県等補助金 21,717,218 21,717,218 

 本年度差額 △ 121,108,889 △ 121,108,889 

 固定資産等の変動（ 内部変動） △ 46,926,765 46,926,765 

  有形固定資産等の増加 81,468,320 △ 81,468,320 

  有形固定資産等の減少 △ 164,379,147 164,379,147 

  貸付金・ 基金等の増加 36,306,010 △ 36,306,010 

  貸付金・ 基金等の減少 △ 321,948 321,948 

 資産評価差額 -                           -                           

 無償所管換等 -                           -                           

 その他 -                           -                           -                           

 本年度純資産変動額 △ 121,108,889 △ 46,926,765 △ 74,182,124 

本年度末純資産残高 121,838,013 1,277,087,805 △ 1,155,249,792 
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⑷  資金収支計算書（ 令和４ 年４ 月１ 日～令和５ 年３ 月３ １ 日）  

 

一般会計 （ 単位： 円）

【 業務活動収支】

  業務支出 1,754,280,771 

  業務費用支出 1,733,899,815 

   人件費支出 1,493,151,772 

   物件費等支出 239,114,041 

   支払利息支出 -                            

   その他の支出 1,634,002 

  移転費用支出 20,380,956 

   補助金等支出 19,027,156 

   社会保障給付支出 -                            

   他会計への繰出支出 -                            

   その他の支出 1,353,800 

 業務収入 1,854,892,187 

  税収等収入 1,835,138,410 

  国県等補助金収入 8,068,218 

  使用料及び手数料収入 2,086,800 

  その他の収入 9,598,759 

 臨時支出 -                            

  災害復旧事業費支出 -                            

  その他の支出 -                            

 臨時収入 -                            

業務活動収支 100,611,416 

【 投資活動収支】

 投資活動支出 117,774,330 

  公共施設等整備費支出 81,468,320 

  基金積立金支出 36,306,010 

  投資及び出資金支出 -                            

  貸付金支出 -                            

  その他の支出 -                            

 投資活動収入 13,649,000 

  国県等補助金収入 13,649,000 

  基金取崩収入 -                            

  貸付金元金回収収入 -                            

  資産売却収入 -                            

  その他の収入 -                            

投資活動収支 △ 104,125,330 

【 財務活動収支】

 財務活動支出 -                            

  地方債償還支出 -                            

  その他の支出 -                            

 財務活動収入 -                            

  地方債発行収入 -                            

  その他の収入 -                            

財務活動収支 -                            

本年度資金収支額 △ 3,513,914 

前年度末資金残高 19,257,905 

本年度末資金残高 15,743,991 

前年度末歳計外現金残高 399,462 

本年度歳計外現金増減額 △ 40,902 

本年度末歳計外現金残高 358,560 

本年度末現金預金残高 16,102,551 

資金収支計算書
自 令和4年4月1日  

至 令和5年3月31日

科目 金額
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 令和４ 年度における一般会計の年度末資金残高は１ ５ ７ ４ 万３ ９ ９ １ 円で，期

首の１ ９ ２ ５ 万７ ９ ０ ５ 円と 比較し ３ ５ １ 万３ ９ １ ４ 円減少し ています。  

 業務活動収支は，税収等や業務活動に充当し た国県等補助金収入などから ，物

件費等支出， 人件費支出などを 控除し たも ので１ 億６ １ 万１ ４ １ ６ 円の黒字と

なっ ています。  

 投資活動収支は， 資産形成に充当し た国県等補助金収入や基金取崩収入など

の投資活動収入から 公共施設等整備費支出や基金積立金支出などの投資活動収

支を 控除し たも ので１ 億４ １ ２ 万５ ３ ３ ０ 円の赤字と なっ ています。  

 財務活動収支は， 財務活動収入から 地方債償還支出などの財務活動支出を 控

除し たも ので令和３ 年度に地方債の償還が完了し たため０ 円と なっ ています。  
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６  一般会計財務書類から わかる財務指標 

 ⑴ 資産の状況 

  ア 住民一人当たり の資産額 

資産額を管内人口で余し て住民一人当たり の資産額と するこ と によ 

り ， 住民等にと っ て理解し やすい情報になり ます。  

 

  ※ 算定式： 資産合計÷管内人口 

   資産合計： 貸借対照表の資産合計 

   管内人口： 住民基本台帳人口 3 月末 

 

   住民一人当たり の資産額は， 令和３ 年度と 比較し て３ １ ２ 円下がっ て 

  います。 その要因と し ては， 保有する資産の減価償却が進んだこ と による

も のです。  

 資産保有量が多い場合， 住民へのサービスが十分に行えていると いえま 

すが， その反面， 施設の維持管理や更新等にコ スト がかかり ， 結果と し て 

財政状況を圧迫する要因と なり えます。  

  当組合の庁舎は， 消防組合は， １ 消防本部， ３ 消防署， ７ 出張所あり ， 消 

防庁舎１ １ 施設，車庫及び倉庫棟が３ 施設の合計１ ４ 施設あり ，消防力の整 

備指針に基づく 消防署所数は， 地域の実情を加味し て充足率は１ ０ ０ ％と  

なっ ています。  

 

 

 

 

 

 

（ 単位： 円、 人）

令和３ 年度 令和４ 年度

資産合計 1,343,671,937 1,293,190,356

人口 83,000 81,449

該当値 16,189 15,877
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イ  歳入額対資産比率 

当年度の歳入総額に対する資産の比重を算出するこ と により ， こ れま 

でに形成さ れたスト ッ ク と し ての資産が歳入の何年分に相当するかを表 

し ， 団体の資産形成の度合いを測るこ と ができ ます。なお， 過度の社会資 

本整備は将来の維持管理費用の増大につながるため， 必ずし も 数値が大 

きいこ と が望まし いと は限り ません。  

  ※ 算定式： 資産合計÷歳入総額 

 

   減価償却による 資産の減少と ， 歳入総額の減少割合が同程度であっ た

ため， 歳入額対資産比率は横ばいと なっ ています。  

 

  ウ 有形固定資産減価償却率 

    有形固定資産のう ち， 償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額

の割合を算出するこ と により ， 耐用年数に対し て資産の取得から どの程

度経過（ 老朽化） し ているかを全体と し て把握するこ と ができ ます。  

   ※ 算定式： 減価償却累計額÷（ 有形固定資産合計‐ 土地等の非償却資

産 +減価償却累計額）  

   ※ 土地等の非償却資産は， 土地， 立木竹， 建設仮勘定， イ ンフ ラ 資産

の土地， 建設仮勘定及び物品の合計。  

 
    有形固定資産減価償却率は， 事業用資産のう ち建物及び工作物の固定 

資産減価償却率が高いこ と が影響し ています。  

 施設全体をみると 建築から ３ ５ 年以上が経過し ている庁舎が大半で老 

朽化が進んでいると いえます。  

公共施設等総合管理計画に基づき点検や診断により 計画的な予防保全 

等， 老朽化対策に努めていく 必要があり ます。  

（ 単位： 円、 年）

令和３ 年度 令和４ 年度

資産合計 1,343,671,937 1,293,190,356

歳入総額 1,986,554,737 1,887,799,092

歳入額対資産比率 0.68 年分 0.69 年分

（ 単位： 円、 % ）

令和３ 年度 令和４ 年度

減価償却累計額 728,123,110 765,251,924

有形固定資産合計 974,821,220 891,910,393

土地等の非償却資産 354,362,795 308,580,782

老朽化比率 54.0% 56.7%
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エ 有形固定資産の行政目的別割合 

    行政分野ごと の社会資本形成の比重を 把握するこ と ができ ます。  

 
  

⑵ 資産と 負債の比率 

  ア 純資産比率 

    地方公共団体は， 地方債の発行を通じ て将来世代と 現世代の負担の配 

分を 行います。 よっ て， 純資産の減少は， 現世代が将来世代にと っ ても

利用可能であっ た資源を費消し て便益を享受する一方で， 将来世代に負

担が先送り さ れたこ と を意味し ， 逆に， 純資産の増加は， 現世代が自ら

の負担によっ て将来世代も 利用可能な資源を蓄積し たも のと いえます。

こ の指標では， 公共資産全体に対する現世代が負担し てき た割合を 表し

ます。  

   ※ 算定式： 純資産合計÷資産合計 

 

         

     純資産比率は， 依然低い状況で負債に依存し た財政構造と 言えま

す。 負債の部にある退職手当引当金の割合が多く ， 負債の部の大半を

占めています。  

 

 

 

 

 

 

（ 単位： 円、 % ）

有形固定資産の

行政目的別明細
金額 割合 金額 割合

消防 967,108,525 99.21% 885,617,209 99.29%

総務 7,712,695 0.79% 6,293,184 0.71%

合計 974,821,220 100.0% 891,910,393 100.0%

令和３ 年度 令和４ 年度

（ 単位： 円、 % ）

令和３ 年度 令和４ 年度

純資産合計 242,946,902 121,838,013

資産合計 1,343,671,937 1,293,190,356

純資産比率 18.1% 9.4%
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イ  将来世代負担比率 

    社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（ 公共 

資産等形成充当負債の割合） を算出するこ と により ， 社会資本等形成に 

係る将来世代の負担の比重を 把握するこ と ができ ます。 こ の比率が高い 

ほど将来世代が負担する割合が高いと いえます。  

※ 算定式： 地方債合計（ 特例地方債を除く 。 ） ÷有形・ 無形固定資産

合計 

  地方債合計： 貸借対照表の地方債と 1年以内償還予定地方債の合計

より 必ずし も 社会資本等形成に充当さ れない特例的な地方債と し て，

臨時財政対策債， 減収補てん債特例分， 減税補てん債， 臨時税収補て

ん債， 臨時財政特例債の合計を除いたも の。  

 

       将来世代負担率が低いこ と は， 健全な運営ができ ているこ と を 

示し ています。 し かし ， 大半の庁舎で老朽化が進んでいるこ と か 

ら 仮に20年後， 庁舎の更新等を計画的に実施し た場合， 将来， 地 

方債が膨ら むこ と が予測さ れます。  

 

 ⑶ 負債の状況 

  ア 住民一人当たり 負債額 

    負債額を 管内人口で余し て住民一人当たり 負債額と するこ と により ，  

理解し やすい情報と なり ます。  

   ※ 算定式： 負債合計÷管内人口 

     管内人口： 住民基本台帳人口 3 月末 

 

（ 単位： 円、 % ）

令和３ 年度 令和４ 年度

地方債合計 0 0

有形・ 無形固定資産合計 974,821,220 891,910,393

将来世代負担比率 0.0% 0.0%

（ 単位： 円、 人）

令和３ 年度 令和４ 年度

負債合計 1,100,725,035 1,171,352,343

管内人口 83,000 81,449

一人当たり 負債額 13,262 14,381
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    一人当たり 負債額は， 令和３ 年度と 比べて負債合計の増加や管内人口

の減少に伴い， 上がっ ています。 今後も 事業の必要性や緊急性を精査

し ， 負債額の抑制に努めます。  

 

  イ  基礎的財政収支 

    地方債等の元利償還額を除いた歳出と ， 地方債等発行収入を除いた歳 

入バラ ンスを示す指標と なり ， プラ イ マリ ーバラ ンスが均衡し ている場 

合には， 経済成長率が長期金利を下回ら ない限り 経済規模に対する地方 

債の比率は， 増加せず維持可能な財政運営であると いえます。  

 固定資産の取得に伴う 投資活動支出が減少し たこ と により ， 前年度と

比べ基礎的財政収支は上がっ ています。  

   ※ 算定式： 業務活動収支（ 支払利息支出除く ） + 投資活動収支（ 基

金積立金支出及び基金取崩収入除く ）  

 

                                 

 ⑷ 行政コ スト の状況 

   住民一人当たり 行政コ スト  

    行政コ スト 計算書で算出さ れる行政コ スト を管内人口で余し て住民一 

人当たり の行政コ スト と するこ と により ， 行政活動の効率性を見るこ と

ができ ます。  

※ 算定式： 純行政コ スト ÷管内人口 

     管内人口： 住民基本台帳人口 3 月末 

 

      純行政コ スト のう ち， その大半が人件費と なっ ています。  

 近年、 消防を取り 巻く 環境は大き く 変化し ています。 当組合は、 複雑

多様化する各種災害に対応するため、 その人材、 知識、 経験、 装備をフ

ル活用し ， 備えなければなり ません。 し かし 、 団塊世代の大量退職に伴

い、 経験豊富な職員が減少し ており 、 その技術・ 知識の継承をいかに行

（ 単位： 円）

令和３ 年度 令和４ 年度

基礎的財政収支 △ 9,404,698 32,792,096 

（ 単位： 円、 人）

令和３ 年度 令和４ 年度

純行政コ スト 1,896,953,234 1,977,964,517

管内人口 83,000 81,449

一人当たり 行政コ スト 22,855 24,285
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う かが喫緊の課題と なっ ています。 また、 様々な社会情勢の変化に柔軟

に対応するため、 当組合では人材育成基本計画を策定し ， こ れに基づき

人材育成を 行い消防力の強化に努めています。  

 

注 記 

 

 １  重要な会計方針 

  ⑴ 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

ア 有形固定資産・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 取得原価 

ただし ， 開始時の評価基準及び評価方法については、 次のと おり  

です。  

（ ア）  昭和５ ９ 年度以前に取得し たも の・ ・ ・ ・ ・ ・ 再調達原価 

（ イ ）  昭和６ ０ 年度以後に取得し たも の 

取得原価が判明し ているも の・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 取得原価 

取得原価が不明なも の・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 再調達原価 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

ア 有形固定資産・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 定額法 

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法 

ア 退職手当引当金 

  期末自己都合要支給額を 計上し ています。  

イ  賞与等引当金 

翌年度６ 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれら に係る法 

定福利費相当額の見込額について， それぞれ本会計年度の期間に対応 

する部分を計上し ています。  

⑷ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（ 手許現金及び要求払預金）  

なお， 現金には、 出納整理期間における取引により 発生する資金の受 

払いを含みます。  

⑸ その他財務書類作成のための基本と なる重要な事項 

ア 物品の計上基準 

取得価額又は見積価格が５ ０ 万円以上の場合に資産と し て計上し て 

    います。 ソ フ ト ウェ アについても 物品の取扱いに準じ ています。  
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２  追加情報 

 ⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と 認めら れる事項 

ア 地方自治法第２ ３ ５ 条の５ に基づき 出納整理期間が設けら れている 

会計においては、 出納整理期間における現金の受払い等を終了し た後 

の計数をも っ て会計年度末の計数と し ています。  

⑵ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（ 不足分） の内容 

ア 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を 加えた額 

を計上し ています。  

イ  余剰分（ 不足分）  

純資産合計額のう ち， 固定資産等形成分を差し 引いた金額を計上し  

ています。  

 

 



一般会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産 1,277,087,805 　固定負債 1,058,917,106 

　　有形固定資産 891,910,393 　　地方債 -                          

　　　事業用資産 583,329,611 　　長期未払金 -                          

　　　　土地 -                          　　退職手当引当金 1,058,917,106 

　　　　立木竹 -                          　　損失補償等引当金 -                          

　　　　建物 968,730,898 　　その他 -                          

　　　　建物減価償却累計額 △ 614,399,960 　流動負債 112,435,237 

　　　　工作物 379,850,637 　　1年内償還予定地方債 -                          

　　　　工作物減価償却累計額 △ 150,851,964 　　未払金 -                          

　　　　船舶 -                          　　未払費用 -                          

　　　　船舶減価償却累計額 -                          　　前受金 -                          

　　　　浮標等 -                          　　前受収益 -                          

　　　　浮標等減価償却累計額 -                          　　賞与等引当金 112,076,677 

　　　　航空機 -                          　　預り金 358,560 

　　　　航空機減価償却累計額 -                          　　その他 -                          

　　　　その他 -                          負債合計 1,171,352,343

　　　　その他減価償却累計額 -                          【純資産の部】

　　　　建設仮勘定 -                          　固定資産等形成分 1,277,087,805 

　　　インフラ資産 -                          　余剰分（不足分） △ 1,155,249,792 

　　　　土地 -                          

　　　　建物 -                          

　　　　建物減価償却累計額 -                          

　　　　工作物 -                          

　　　　工作物減価償却累計額 -                          

　　　　その他 -                          

　　　　その他減価償却累計額 -                          

　　　　建設仮勘定 -                          

　　　物品 2,254,039,209 

　　　物品減価償却累計額 △ 1,945,458,427 

　　無形固定資産 -                          

　　　ソフトウェア -                          

　　　その他 -                          

　　投資その他の資産 385,177,412 

　　　投資及び出資金 -                          

　　　　有価証券 -                          

　　　　出資金 -                          

　　　　その他 -                          

　　　投資損失引当金 -                          

　　　長期延滞債権 -                          

　　　長期貸付金 -                          

　　　基金 385,177,412 

　　　　減債基金 -                          

　　　　その他 385,177,412 

　　　その他 -                          

　　　徴収不能引当金 -                          

　流動資産 16,102,551 

　　現金預金 16,102,551 

　　未収金 -                          

　　短期貸付金 -                          

　　基金 -                          

　　　財政調整基金 -                          

　　　減債基金 -                          

　　棚卸資産 -                          

　　その他 -                          

　　徴収不能引当金 -                          純資産合計 121,838,013

資産合計 1,293,190,356     負債及び純資産合計 1,293,190,356

貸借対照表
令和5年3月31日現在



一般会計 （単位：円）

科目 金額

　経常費用 1,989,650,073 

　　業務費用 1,969,269,117 

　　　人件費 1,563,819,982 

　　　　職員給与費 1,355,603,693 

　　　　賞与等引当金繰入額 112,076,677 

　　　　退職手当引当金繰入額 95,364,912 

　　　　その他 774,700 

　　　物件費等 403,493,185 

　　　　物件費 193,263,743 

　　　　維持補修費 45,850,298 

　　　　減価償却費 164,379,144 

　　　　その他 -                                    

　　　その他の業務費用 1,955,950 

　　　　支払利息 -                                    

　　　　徴収不能引当金繰入額 -                                    

　　　　その他 1,955,950 

　　移転費用 20,380,956 

　　　補助金等 19,027,156 

　　　社会保障給付 -                                    

　　　他会計への繰出金 -                                    

　　　その他 1,353,800 

　経常収益 11,685,559 

　　使用料及び手数料 2,086,800 

　　その他 9,598,759 

純経常行政コスト 1,977,964,514

　臨時損失 3 

　　災害復旧事業費 -                                    

　　資産除売却損 3 

　　投資損失引当金繰入額 -                                    

　　損失補償等引当金繰入額 -                                    

　　その他 -                                    

　臨時利益 -                                    

　　資産売却益 -                                    

　　その他 -                                    

純行政コスト 1,977,964,517

行政コスト計算書
自 令和4年4月1日  

至 令和5年3月31日



純資産変動計算書
自　令和4年4月1日  

至　令和5年3月31日
一般会計 （単位：円）

科目 合計 固定資産 余剰分

等形成分 （不足分）

前年度末純資産残高 242,946,902 1,324,014,570 △ 1,081,067,668 

　純行政コスト（△） △ 1,977,964,517 △ 1,977,964,517 

　財源 1,856,855,628 1,856,855,628 

　　税収等 1,835,138,410 1,835,138,410 

　　国県等補助金 21,717,218 21,717,218 

　本年度差額 △ 121,108,889 △ 121,108,889 

　固定資産等の変動（内部変動） △ 46,926,765 46,926,765 

　　有形固定資産等の増加 81,468,320 △ 81,468,320 

　　有形固定資産等の減少 △ 164,379,147 164,379,147 

　　貸付金・基金等の増加 36,306,010 △ 36,306,010 

　　貸付金・基金等の減少 △ 321,948 321,948 

　資産評価差額 -                             -                             

　無償所管換等 -                             -                             

　その他 -                             -                             -                             

　本年度純資産変動額 △ 121,108,889 △ 46,926,765 △ 74,182,124 

本年度末純資産残高 121,838,013 1,277,087,805 △ 1,155,249,792 



一般会計 （単位：円）

【業務活動収支】

  業務支出 1,754,280,771 

　　業務費用支出 1,733,899,815 

　　　人件費支出 1,493,151,772 

　　　物件費等支出 239,114,041 

　　　支払利息支出 -                               

　　　その他の支出 1,634,002 

　　移転費用支出 20,380,956 

　　　補助金等支出 19,027,156 

　　　社会保障給付支出 -                               

　　　他会計への繰出支出 -                               

　　　その他の支出 1,353,800 

　業務収入 1,854,892,187 

　　税収等収入 1,835,138,410 

　　国県等補助金収入 8,068,218 

　　使用料及び手数料収入 2,086,800 

　　その他の収入 9,598,759 

　臨時支出 -                               

　　災害復旧事業費支出 -                               

　　その他の支出 -                               

　臨時収入 -                               

業務活動収支 100,611,416 

【投資活動収支】

　投資活動支出 117,774,330 

　　公共施設等整備費支出 81,468,320 

　　基金積立金支出 36,306,010 

　　投資及び出資金支出 -                               

　　貸付金支出 -                               

　　その他の支出 -                               

　投資活動収入 13,649,000 

　　国県等補助金収入 13,649,000 

　　基金取崩収入 -                               

　　貸付金元金回収収入 -                               

　　資産売却収入 -                               

　　その他の収入 -                               

投資活動収支 △ 104,125,330 

【財務活動収支】

　財務活動支出 -                               

　　地方債償還支出 -                               

　　その他の支出 -                               

　財務活動収入 -                               

　　地方債発行収入 -                               

　　その他の収入 -                               

財務活動収支 -                               

本年度資金収支額 △ 3,513,914 

前年度末資金残高 19,257,905 

本年度末資金残高 15,743,991 

前年度末歳計外現金残高 399,462 

本年度歳計外現金増減額 △ 40,902 

本年度末歳計外現金残高 358,560 

本年度末現金預金残高 16,102,551 

資金収支計算書
自　令和4年4月1日  
至　令和5年3月31日

科目 金額



決算対象年度：  令和04年度

会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

前年度末残高
（ A）

本年度増加額
（ B）

本年度減少額
（ C）

本年度末残高
( A) ＋( B) －( C)

（ D）

本年度末
減価償却累計額

（ E）
本年度償却額

（ F）

差引本年度末残高
（ D) －（ E）

事業用資産 1, 348, 581, 535 - - 1, 348, 581, 535 765, 251, 924 37, 128, 814 583, 329, 611

土地 - - - - - - - 

立木竹 - - - - - - - 

建物 968, 730, 898 - - 968, 730, 898 614, 399, 960 22, 868, 279 354, 330, 938

工作物 379, 850, 637 - - 379, 850, 637 150, 851, 964 14, 260, 535 228, 998, 673

船舶 - - - - - - - 

浮標等 - - - - - - - 

航空機 - - - - - - - 

その他 - - - - - - - 

建設仮勘定 - - - - - - - 

イ ンフ ラ 資産 - - - - - - - 

土地 - - - - - - - 

建物 - - - - - - - 

工作物 - - - - - - - 

その他 - - - - - - - 

建設仮勘定 - - - - - - - 

物品 2, 228, 096, 229 81, 468, 320 55, 525, 340 2, 254, 039, 209 1, 945, 458, 427 127, 250, 330 308, 580, 782

3, 576, 677, 764 81, 468, 320 55, 525, 340 3, 602, 620, 744 2, 710, 710, 351 164, 379, 144 891, 910, 393

有形固定資産の明細（ 会計別)
令和　 ５ 年　 ３ 月３ １ 日現在

区　 　 　 　 　 　 　 　 分

合計



決算対象年度 ：  令和04年度

会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

生活イ ンフ ラ ・ 国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 - - - - - 583, 329, 611 - - - 583, 329, 611

土地 - - - - - - - - - - 

立木竹 - - - - - - - - - - 

建物 - - - - - 354, 330, 938 - - - 354, 330, 938

工作物 - - - - - 228, 998, 673 - - - 228, 998, 673

船舶 - - - - - - - - - - 

浮標等 - - - - - - - - - - 

航空機 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

建設仮勘定 - - - - - - - - - - 

イ ンフ ラ 資産 - - - - - - - - - - 

土地 - - - - - - - - - - 

建物 - - - - - - - - - - 

工作物 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

建設仮勘定 - - - - - - - - - - 

物品 - - - - - 302, 287, 598 6, 293, 184 - - 308, 580, 782

- - - - - 885, 617, 209 6, 293, 184 - - 891, 910, 393

有形固定資産の行政目的別明細（ 会計別)
令和　 ５ 年　 ３ 月３ １ 日現在

区　 　 　 　 　 分

合計


